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2018年度診療報酬改定の概要、注目ポイントを探る

　中央社会保険医療協議会・総会
は2月7日、2018年度診療報酬改
定について、加藤勝信厚生労働大
臣に答申。これにより、4月からの
診療報酬の点数が正式に決定しま
した。
　本誌では、今回明らかになった再
編・統合される入院料や、新設のオ
ンライン診療料、かかりつけ医機能
の見直しについて理解を深めます。

入院医療の見直しのポイント
　注目の入院料は、入院患者の病
期に応じて大きく3体系に再編・統
合されます（図表1）。これはまさに、
地域医療構想の推進を診療報酬で
も行っていくことを表しているといえ
ます。
　現行の「7対1、10対1一般病棟
入院基本料」に相当する【急性期
一般入院料】は、7対1相当の入院
料1と、中間的評価の入院料２～３、
10対1と3段階の看護必要度加算を
上乗せした水準の入院料４～７の全

7区分で報酬と該当患者割合の基準値を設定しま
す（図表2）。報酬は新設の中間的評価を除き、
入院料1および4～ 7は現行点数のまま据え置き
となっています。
　今回の見直しは、重症と判定される患者をどれだ
け受け入れ、在宅復帰に導けているかが評価のポ
イントといえます。従来の7対1、10対1、13対１
入院基本料に該当する病院では、重症度、医療･
看護必要度による判定で、重症者の入院割合に
よって評価が異なります。なお、今回、看護必要
度の一部項目で定義の見直しが行われます。A得
点１点以上B得点3点以上で、かつB項目の認知症

及びせん妄に関する項目（危険行動、診療・療養
上の指示が通じる）のいずれかに該当する、という
新たな判定基準が設定されました。その見直しの
影響を除いた実質的な引き上げ幅は7対1相当で
1.6ポイント、10対1相当の入院料4～ 6は据え置
きとなります。なお、急性期一般入院料1（7対1）は、
「在宅復帰・病床機能連携率」（旧、在宅復帰率）
が8割以上であることも算定要件に設定されます
（図表3）。
　また、近年増加している地域包括ケア病棟入院
料については、在宅等からの直接入院割合や在宅
医療サービスの展開によって評価が異なってくると

ころです。特に、これまでは急性期
医療からの転院・転棟先として入院
患者を受け入れてきていましたが、
今後は、その名の通りに、地域包括
ケアシステムに資する役割が求めら
れる、ということとなります。
　療養病棟においては、重症度、
医療・看護必要度とは異なる基準、
医療区分で重症者の受入割合の評
価が行われます。今回からは、在宅
復帰率の見直しに伴い、7対1の病
院からの入院割合が高まることが考
えられ、従来よりも、比較的医療依
存度の高い患者が増え、医療事故
対策など改めて見直していくことな
ども必要でしょう。

「地域包括ケア病棟入院料」の
見直し
　【地域包括ケア病棟入院料】と【回
復期リハビリテーション病棟入院料】
は、名称変更なく存続となります。
4段階になる【地域包括ケア病棟入
院料・入院医療管理料】で、新設
区分の報酬は入院料1が2,738点、

入院料3は2,238点に決まりました
（図表4）。これら病棟（病室）で
は実績要件として、▽自宅などから
の入棟患者1割以上▽自宅などか
らの緊急患者の受け入れ数が3カ
月で3人以上－の実績が求められま
す。【救急・在宅等支援病床初期
加算】は入棟前の患者の居場所で
評価を区分し、自宅や介護施設（介
護医療院を含む）からの患者の場
合は、既存点数の倍の1日300点
を算定します（療養病床を対象に
した加算も同様の扱い）。

「療養病棟」の見直し
　「20対1、25対1療養病棟入院
基本料」は、看護配置20対1の入
院料1に一本化した【療養病棟入
院基本料】となり、入院料1の医
療区分2、3該当患者割合を80％、
入院料2を50％に設定（図表5、6）。
報酬は旧入院料1、2の点数をそのまま引き継ぐ格
好となっています。看護配置25対1および30対1
の病棟は経過措置として残し、報酬は入院料2の
点数から前者は10％、後者は20％減額されます。

透析医療に関する見直し
　慢性維持透析はかつて、時間によらず一律の点
数でしたが、患者の病態等に応じた医療を評価す
るため、時間に応じた評価体系が2008年度改定
で導入され、現行は、 ▽4時間未満の場合、 ▽4
時間以上5時間未満の場合、 ▽5時間以上の場合
となっています。今改定では、施設あたりの同時
透析患者数（同時に透析を施行可能な最大患者
数）にばらつきが見られることや、透析用監視装
置1台あたり患者数の分析などから、施設の効率
性、および包括されている医薬品の実勢価格を

踏まえた見直しが行われます。
　具体的には、（イ）透析用監視装置の台数、
（ロ）透析用監視装置の台数に対する人工腎臓
を算定した患者数の2つの基準から、算定区分
が3つに振り分けられます（図表7）。施設規模が

小さく「（イ）の台数が一定以下、（ロ）の患者数
が一定未満」の「慢性維持透析を行った場合1」
では4時間未満は1,980点、4時間以上5時間
未満は2,140点、5時間以上は2,275点。比較
的施設規模の大きい「（イ）の台数が一定以上、
（ロ）の患者数が一定の範囲内」の「慢性維持
透析を行った場合2」では4時間未満が1,940点、
4時間以上5時間未満は2,100点、5時間以上は
2,230点となります。「慢性維持透析を行った場
合3」は、1と2のいずれにも該当しない場合に
算定します。

地域包括診療加算等を見直し
　かかりつけ医機能をより一層推進するため、地
域包括診療加算等の見直しが行われます（図表8）。
　報酬が高い【地域包括診療加算1（25点）】は、
外来から在宅に移行したかかりつけの患者に対し
て訪問診療を行うことを要件にすえ、 ①訪問診療
を提供した患者のうち、外来からの移行患者を在
宅療養支援診療所は10人以上、それ以外の診療
所は3人以上、 ②直近1カ月間に往診または訪問診

療を提供した患者の割合が70％未満であることと
し、手厚く評価しています。
　在宅患者への24時間対応は、【地域包括診療加
算1】では、「実施」から「往診等の体制を確保し
ていること（在宅療養支援診療所以外の医療機関
については、連携医療機関の協力を得て行うもの
を含む）」に、【地域包括診療加算2（18点）】では、
「連絡体制を確保していること」にそれぞれ緩和し
ています。
　また、医師配置要件については、【地域包括診
療加算1】、【地域包括診療加算2】ともに、常勤
医師2名以上から、「常勤1名と非常勤医師」の組
み合わせによる常勤換算2名以上でよいこととされ
ました。
　さらに、「地域包括診療加算」の要件である患
者の受診医療機関や処方薬の把握については、医
師の指示を受けた看護師等が実施してもよいこと
が明確化されています。

　このほか、初診に対しても【機能強化加算】と
して80点の評価がつくようになりました。これは、
小児かかりつけ診療料、在宅時医学総合管理料等
を届出ている医療機関も含みます。また、地域包
括診療料等の算定患者が入院・入所した場合に、
入院・入所先の医療機関等と医薬品の適正使用に
係る連携を行った場合を評価する、【薬剤適正使
用連携加算（30点）】が新設されます。退院また
は退所の日を含む月の翌月までに1回に限り算定
できます。

（出典）中央社会保険医療協議会 総会（第389回　2／ 7）《厚生労働省》より抜粋

図表2　一般病棟入院基本料（7対1、10対1）の再編・統合のイメージ

（出典）中央社会保険医療協議会 総会（第389回　2／ 7）《厚生労働省》より抜粋

図表1　新たな入院医療の評価体系と主な機能（イメージ）
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図表4　地域包括ケア病棟入院料・入院医療管理料の再編・統合のイメージ

（出典）中央社会保険医療協議会 総会（第389回　2／ 7）《厚生労働省》より抜粋、一部編集

図表3　在宅復帰率の見直し
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料1と、中間的評価の入院料２～３、
10対1と3段階の看護必要度加算を
上乗せした水準の入院料４～７の全

7区分で報酬と該当患者割合の基準値を設定しま
す（図表2）。報酬は新設の中間的評価を除き、
入院料1および4～ 7は現行点数のまま据え置き
となっています。
　今回の見直しは、重症と判定される患者をどれだ
け受け入れ、在宅復帰に導けているかが評価のポ
イントといえます。従来の7対1、10対1、13対１
入院基本料に該当する病院では、重症度、医療･
看護必要度による判定で、重症者の入院割合に
よって評価が異なります。なお、今回、看護必要
度の一部項目で定義の見直しが行われます。A得
点１点以上B得点3点以上で、かつB項目の認知症

及びせん妄に関する項目（危険行動、診療・療養
上の指示が通じる）のいずれかに該当する、という
新たな判定基準が設定されました。その見直しの
影響を除いた実質的な引き上げ幅は7対1相当で
1.6ポイント、10対1相当の入院料4～ 6は据え置
きとなります。なお、急性期一般入院料1（7対1）は、
「在宅復帰・病床機能連携率」（旧、在宅復帰率）
が8割以上であることも算定要件に設定されます
（図表3）。
　また、近年増加している地域包括ケア病棟入院
料については、在宅等からの直接入院割合や在宅
医療サービスの展開によって評価が異なってくると

ころです。特に、これまでは急性期
医療からの転院・転棟先として入院
患者を受け入れてきていましたが、
今後は、その名の通りに、地域包括
ケアシステムに資する役割が求めら
れる、ということとなります。
　療養病棟においては、重症度、
医療・看護必要度とは異なる基準、
医療区分で重症者の受入割合の評
価が行われます。今回からは、在宅
復帰率の見直しに伴い、7対1の病
院からの入院割合が高まることが考
えられ、従来よりも、比較的医療依
存度の高い患者が増え、医療事故
対策など改めて見直していくことな
ども必要でしょう。

「地域包括ケア病棟入院料」の
見直し
　【地域包括ケア病棟入院料】と【回
復期リハビリテーション病棟入院料】
は、名称変更なく存続となります。
4段階になる【地域包括ケア病棟入
院料・入院医療管理料】で、新設
区分の報酬は入院料1が2,738点、

入院料3は2,238点に決まりました
（図表4）。これら病棟（病室）で
は実績要件として、▽自宅などから
の入棟患者1割以上▽自宅などか
らの緊急患者の受け入れ数が3カ
月で3人以上－の実績が求められま
す。【救急・在宅等支援病床初期
加算】は入棟前の患者の居場所で
評価を区分し、自宅や介護施設（介
護医療院を含む）からの患者の場
合は、既存点数の倍の1日300点
を算定します（療養病床を対象に
した加算も同様の扱い）。

「療養病棟」の見直し
　「20対1、25対1療養病棟入院
基本料」は、看護配置20対1の入
院料1に一本化した【療養病棟入
院基本料】となり、入院料1の医
療区分2、3該当患者割合を80％、
入院料2を50％に設定（図表5、6）。
報酬は旧入院料1、2の点数をそのまま引き継ぐ格
好となっています。看護配置25対1および30対1
の病棟は経過措置として残し、報酬は入院料2の
点数から前者は10％、後者は20％減額されます。

透析医療に関する見直し
　慢性維持透析はかつて、時間によらず一律の点
数でしたが、患者の病態等に応じた医療を評価す
るため、時間に応じた評価体系が2008年度改定
で導入され、現行は、 ▽4時間未満の場合、 ▽4
時間以上5時間未満の場合、 ▽5時間以上の場合
となっています。今改定では、施設あたりの同時
透析患者数（同時に透析を施行可能な最大患者
数）にばらつきが見られることや、透析用監視装
置1台あたり患者数の分析などから、施設の効率
性、および包括されている医薬品の実勢価格を

踏まえた見直しが行われます。
　具体的には、（イ）透析用監視装置の台数、
（ロ）透析用監視装置の台数に対する人工腎臓
を算定した患者数の2つの基準から、算定区分
が3つに振り分けられます（図表7）。施設規模が

小さく「（イ）の台数が一定以下、（ロ）の患者数
が一定未満」の「慢性維持透析を行った場合1」
では4時間未満は1,980点、4時間以上5時間
未満は2,140点、5時間以上は2,275点。比較
的施設規模の大きい「（イ）の台数が一定以上、
（ロ）の患者数が一定の範囲内」の「慢性維持
透析を行った場合2」では4時間未満が1,940点、
4時間以上5時間未満は2,100点、5時間以上は
2,230点となります。「慢性維持透析を行った場
合3」は、1と2のいずれにも該当しない場合に
算定します。

地域包括診療加算等を見直し
　かかりつけ医機能をより一層推進するため、地
域包括診療加算等の見直しが行われます（図表8）。
　報酬が高い【地域包括診療加算1（25点）】は、
外来から在宅に移行したかかりつけの患者に対し
て訪問診療を行うことを要件にすえ、 ①訪問診療
を提供した患者のうち、外来からの移行患者を在
宅療養支援診療所は10人以上、それ以外の診療
所は3人以上、 ②直近1カ月間に往診または訪問診

療を提供した患者の割合が70％未満であることと
し、手厚く評価しています。
　在宅患者への24時間対応は、【地域包括診療加
算1】では、「実施」から「往診等の体制を確保し
ていること（在宅療養支援診療所以外の医療機関
については、連携医療機関の協力を得て行うもの
を含む）」に、【地域包括診療加算2（18点）】では、
「連絡体制を確保していること」にそれぞれ緩和し
ています。
　また、医師配置要件については、【地域包括診
療加算1】、【地域包括診療加算2】ともに、常勤
医師2名以上から、「常勤1名と非常勤医師」の組
み合わせによる常勤換算2名以上でよいこととされ
ました。
　さらに、「地域包括診療加算」の要件である患
者の受診医療機関や処方薬の把握については、医
師の指示を受けた看護師等が実施してもよいこと
が明確化されています。

　このほか、初診に対しても【機能強化加算】と
して80点の評価がつくようになりました。これは、
小児かかりつけ診療料、在宅時医学総合管理料等
を届出ている医療機関も含みます。また、地域包
括診療料等の算定患者が入院・入所した場合に、
入院・入所先の医療機関等と医薬品の適正使用に
係る連携を行った場合を評価する、【薬剤適正使
用連携加算（30点）】が新設されます。退院また
は退所の日を含む月の翌月までに1回に限り算定
できます。

（出典）中央社会保険医療協議会 総会（第389回　2／ 7）《厚生労働省》より抜粋

図表5　療養病棟入院基本料の再編・統合のイメージ

（出典）中央社会保険医療協議会 総会（第389回　2／ 7）《厚生労働省》より抜粋

図表6　療養病棟入院料1～2の内容

図表7　人工腎臓（慢性維持透析）の報酬の見直し

編集部にて作成

現　行

1 慢性維持透析を行った場合
　イ 4時間未満 2,010点
　ロ 4時間以上5時間未満 2,175点
　ハ 4時間以上 2,310点

（新設）

2018年度改定

1 慢性維持透析を行った場合1
　イ 4時間未満 1,980点
　ロ 4時間以上5時間未満 2,140点
　ハ 5時間以上 2,275点

2 慢性維持透析を行った場合2
　イ 4時間未満 1,940点
　ロ 4時間以上5時間未満 2,100点
　ハ 5時間以上 2,230点

3 慢維持透析を行った場合3
　イ 4時間未満 1,900点
　ロ 4時間以上5時間未満 2,055点
　ハ 4時間以上 2,185点
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中央社会保険医療協議会・総会
は2月7日、2018年度診療報酬改
定について、加藤勝信厚生労働大
臣に答申。これにより、4月からの
診療報酬の点数が正式に決定しま
した。
本誌では、今回明らかになった再
編・統合される入院料や、新設のオ
ンライン診療料、かかりつけ医機能
の見直しについて理解を深めます。

入院医療の見直しのポイント
注目の入院料は、入院患者の病
期に応じて大きく3体系に再編・統
合されます（図表1）。これはまさに、
地域医療構想の推進を診療報酬で
も行っていくことを表しているといえ
ます。
　現行の「7対1、10対1一般病棟
入院基本料」に相当する【急性期
一般入院料】は、7対1相当の入院
料1と、中間的評価の入院料２～３、
10対1と3段階の看護必要度加算を
上乗せした水準の入院料４～７の全

7区分で報酬と該当患者割合の基準値を設定しま
す（図表2）。報酬は新設の中間的評価を除き、
入院料1および4～ 7は現行点数のまま据え置き
となっています。
今回の見直しは、重症と判定される患者をどれだ

け受け入れ、在宅復帰に導けているかが評価のポ
イントといえます。従来の7対1、10対1、13対１
入院基本料に該当する病院では、重症度、医療･
看護必要度による判定で、重症者の入院割合に
よって評価が異なります。なお、今回、看護必要
度の一部項目で定義の見直しが行われます。A得
点１点以上B得点3点以上で、かつB項目の認知症

及びせん妄に関する項目（危険行動、診療・療養
上の指示が通じる）のいずれかに該当する、という
新たな判定基準が設定されました。その見直しの
影響を除いた実質的な引き上げ幅は7対1相当で
1.6ポイント、10対1相当の入院料4～ 6は据え置
きとなります。なお、急性期一般入院料1（7対1）は、
「在宅復帰・病床機能連携率」（旧、在宅復帰率）
が8割以上であることも算定要件に設定されます
（図表3）。
また、近年増加している地域包括ケア病棟入院
料については、在宅等からの直接入院割合や在宅
医療サービスの展開によって評価が異なってくると

ころです。特に、これまでは急性期
医療からの転院・転棟先として入院
患者を受け入れてきていましたが、
今後は、その名の通りに、地域包括
ケアシステムに資する役割が求めら
れる、ということとなります。
療養病棟においては、重症度、
医療・看護必要度とは異なる基準、
医療区分で重症者の受入割合の評
価が行われます。今回からは、在宅
復帰率の見直しに伴い、7対1の病
院からの入院割合が高まることが考
えられ、従来よりも、比較的医療依
存度の高い患者が増え、医療事故
対策など改めて見直していくことな
ども必要でしょう。

「地域包括ケア病棟入院料」の
見直し
【地域包括ケア病棟入院料】と【回
復期リハビリテーション病棟入院料】
は、名称変更なく存続となります。
4段階になる【地域包括ケア病棟入
院料・入院医療管理料】で、新設
区分の報酬は入院料1が2,738点、

入院料3は2,238点に決まりました
（図表4）。これら病棟（病室）で
は実績要件として、▽自宅などから
の入棟患者1割以上▽自宅などか
らの緊急患者の受け入れ数が3カ
月で3人以上－の実績が求められま
す。【救急・在宅等支援病床初期
加算】は入棟前の患者の居場所で
評価を区分し、自宅や介護施設（介
護医療院を含む）からの患者の場
合は、既存点数の倍の1日300点
を算定します（療養病床を対象に
した加算も同様の扱い）。

「療養病棟」の見直し
「20対1、25対1療養病棟入院
基本料」は、看護配置20対1の入
院料1に一本化した【療養病棟入
院基本料】となり、入院料1の医
療区分2、3該当患者割合を80％、
入院料2を50％に設定（図表5、6）。
報酬は旧入院料1、2の点数をそのまま引き継ぐ格
好となっています。看護配置25対1および30対1
の病棟は経過措置として残し、報酬は入院料2の
点数から前者は10％、後者は20％減額されます。

透析医療に関する見直し
慢性維持透析はかつて、時間によらず一律の点

数でしたが、患者の病態等に応じた医療を評価す
るため、時間に応じた評価体系が2008年度改定
で導入され、現行は、▽4時間未満の場合、▽4
時間以上5時間未満の場合、▽5時間以上の場合
となっています。今改定では、施設あたりの同時
透析患者数（同時に透析を施行可能な最大患者
数）にばらつきが見られることや、透析用監視装
置1台あたり患者数の分析などから、施設の効率
性、および包括されている医薬品の実勢価格を

踏まえた見直しが行われます。
具体的には、（イ）透析用監視装置の台数、

（ロ）透析用監視装置の台数に対する人工腎臓
を算定した患者数の2つの基準から、算定区分
が3つに振り分けられます（図表7）。施設規模が

小さく「（イ）の台数が一定以下、（ロ）の患者数
が一定未満」の「慢性維持透析を行った場合1」
では4時間未満は1,980点、4時間以上5時間
未満は2,140点、5時間以上は2,275点。比較
的施設規模の大きい「（イ）の台数が一定以上、
（ロ）の患者数が一定の範囲内」の「慢性維持
透析を行った場合2」では4時間未満が1,940点、
4時間以上5時間未満は2,100点、5時間以上は
2,230点となります。「慢性維持透析を行った場
合3」は、1と2のいずれにも該当しない場合に
算定します。

地域包括診療加算等を見直し
　かかりつけ医機能をより一層推進するため、地
域包括診療加算等の見直しが行われます（図表8）。
　報酬が高い【地域包括診療加算1（25点）】は、
外来から在宅に移行したかかりつけの患者に対し
て訪問診療を行うことを要件にすえ、 ①訪問診療
を提供した患者のうち、外来からの移行患者を在
宅療養支援診療所は10人以上、それ以外の診療
所は3人以上、 ②直近1カ月間に往診または訪問診

療を提供した患者の割合が70％未満であることと
し、手厚く評価しています。
　在宅患者への24時間対応は、【地域包括診療加
算1】では、「実施」から「往診等の体制を確保し
ていること（在宅療養支援診療所以外の医療機関
については、連携医療機関の協力を得て行うもの
を含む）」に、【地域包括診療加算2（18点）】では、
「連絡体制を確保していること」にそれぞれ緩和し
ています。
　また、医師配置要件については、【地域包括診
療加算1】、【地域包括診療加算2】ともに、常勤
医師2名以上から、「常勤1名と非常勤医師」の組
み合わせによる常勤換算2名以上でよいこととされ
ました。
　さらに、「地域包括診療加算」の要件である患
者の受診医療機関や処方薬の把握については、医
師の指示を受けた看護師等が実施してもよいこと
が明確化されています。

　このほか、初診に対しても【機能強化加算】と
して80点の評価がつくようになりました。これは、
小児かかりつけ診療料、在宅時医学総合管理料等
を届出ている医療機関も含みます。また、地域包
括診療料等の算定患者が入院・入所した場合に、
入院・入所先の医療機関等と医薬品の適正使用に
係る連携を行った場合を評価する、【薬剤適正使
用連携加算（30点）】が新設されます。退院また
は退所の日を含む月の翌月までに1回に限り算定
できます。

図表8　地域包括診療料等の報酬の見直し

編集部にて作成

現　行

地域包括診療料 1,503点

認知症地域包括診療料 1,515点

地域包括診療加算 20点

認知症地域包括診療加算 30点

2018年度改定

地域包括診療料１ 1,560点
地域包括診療料２ 1,503点
認知症地域包括診療料１ 1,580点
認知症地域包括診療料２ 1,515点
地域包括診療加算１ 25点
地域包括診療加算２ 18点
認知症地域包括診療加算１ 35点
認知症地域包括診療加算２ 28点
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